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母 子 保 健 関 連 施 策

食育等推進事業（食育推進連絡会の設置など）：24’～、子どもの事故予防強化事業（関係機関連絡会議費）:24’～

未熟児養育費（都道府県1/4、市町村1/4）:S33’～【母子保健法第20条】

妊娠前 妊娠期 出産 産 後 育 児

妊婦健診（14回分）:25’～
【母子保健法第13条】

乳児家庭全戸訪問事業（市町村1/3）:19’～【児福法第6条の3】

子育て支援策
・保育所・認定こども園等
・地域子育て支援
拠点事業
・里親 ・乳児院
・養子縁組
・その他子育て支援策

母親学級・両親学級:8’～
【母子保健法第９条】

妊
娠
に
関
す
る
普
及
啓
発
【母
子
保
健
法
第
９
条
】

産前・産後サポート事業、産後ケア事業、妊娠・出産包括支援緊急整備事業（修繕費）（市町村1/2）:27’～

乳幼児健診
・1歳6か月児,3歳児:17’～【母子保健法第12条】
・乳児健診,乳幼児健診（集団）：11・12‘～【母子保健法第13条】

予防接種【予防接種法】

妊
娠
の
届
出
【母
子
保
健
法
第
15
条
】

母
子
健
康
手
帳
の
交
付
【母
子
保
健
法
第
16
条
】

マタニティマークの配布:19’～

子どもの心の診療ネットワーク事業（都道府県1/2）:23’～

不妊専門相談センター・女性健康支援センター・健康教育事業（都道府県・指定都市・中核市1/2）:8’～

不妊治療費の助成
(都道府県・指定都市・中核市1/2):16’～

子育て世代包括支援センター（利用者支援事業の活用可）（市町村1/3）27’～ 【母子保健法第22条（H29.4.1施行）】、開設準備経費29’～

（その他）健やか親子２１の推進（公募による委託）、指導者養成研修（公募による委託）、調査研究

結核児童療育費(:S34’～)・日用品費等(:S33’～) （都道府県・指定都市・中核市1/2）
【児福法第20条、母子保健法第20条(日用品費等)】

低
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児
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【
母
子
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法
第
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】

産婦健診（市町村1/2）：29’～ 【母子保健法第13条】

新生児スクリーニング
・聴覚検査（市町村）:19’～ 【母子保健法第13条】
・先天性代謝異常等検査 (都道府県,指定都市)  :13’～
【母子保健法第５条、第13条】

入院助産（都道府県、市、福祉事務所設置町村）
措置等主体・入所先施設の設置主体別に、
市町村1/4、都道府県1/4～1/2）

:S23’～ 【児福法第22条】

児童虐待防止医療ネットワーク事業（都道府県・指定都市1/2）:24’～

国庫補助 一般財源国庫負担金

HTLV-1母子感染対策事業（研修等）（都道府県1/2）:23’～ 妊娠・出産包括支援推進事業（研修等）（都道府県1/2）27’～

産婦（第17条）、新生児（第11条）、未熟児（第19条）への訪問指導:10’～【母子保健法】

育児学級:8’～
【母子保健法第9条】

妊婦への訪問指導:10’～
【母子保健法第17条】

妊婦B型肝炎検査・指導：10’～

妊娠高血圧症入院治療費：9’～

聴覚検査体
制整備(都道
府県)：29’～



（平成30年度予算）（平成31年度予算）
25,639百万円 → 27,597百万円平成３１年度母子保健対策関係予算の概要

厚生労働省子ども家庭局母子保健課

すべての子どもが健やかに育つ社会の実現を目指し、母子保健にかかる様々な取組を推進する国民運動計画である「健やか親子21」を基盤とし、
地域における切れ目のない妊娠・出産等への支援を推進する。

１ 母子保健医療対策の推進 21,465百万円 → 23,149百万円
～地域における切れ目のない妊娠・出産支援等の推進～

3,632百万円 → 3,803百万円
妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供する子育て世代包括支援センターの全国展開に向け、その設置促進を図るとともに、家

庭や地域での孤立感の解消を図るために相談支援を行う「産前・産後サポート事業」や、退院直後の母子への心身のケアや育児のサポート等を
行う「産後ケア事業」などを実施し、より身近な場で妊産婦等を支えるための総合的な支援体制の構築を図る。

※「子育て世代包括支援センター」（運営費）については、利用者支援事業（内閣府予算に計上）を活用して実施。

（平成30年度） （平成31年度）
・産前・産後サポート事業 400市町村 → 477市町村
・産後ケア事業 520市町村 → 961市町村
・子育て世代包括支援センター開設準備事業 200市町村 → 200市町村

（１）子育て世代包括支援センターの全国展開等【一部推進枠】

297百万円 → 253百万円
生涯を通じた女性の健康の保持増進等を図ることを目的とし、「健康教育事業」、「女性健康支援センター事業」、「不妊専門相談センター

事業」、「HTLV-1母子感染対策事業」を実施。
このうち、「不妊専門相談センター事業」については、「ニッポン一億総活躍プラン」を踏まえ、全都道府県・指定都市・中核市への配置を

促進する。
また、女性の心身に関する悩みや予期せぬ妊娠等の相談対応を行っている「女性健康支援センター事業」において、特定妊婦と疑われる者を

把握した場合には、早期からの支援が受けられるよう、医療機関等へ確実につなぐ体制を整備する。
※平成30年度厚生労働省行政事業レビュー（公開プロセス）において、事業の執行状況等を勘案し、適切な予算額にすべきとの指摘がなされたこと等を踏まえ、予算額全体

の見直しを行った。

（平成30年度） （平成31年度）
・不妊専門相談センター事業 89か所 → 105か所

（２） 生涯を通じた女性の健康支援事業【一部推進枠】

1,073百万円 → 1,268百万円
産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図る観点から、産婦健康診査の費用を助成することにより、産後の初期段階における母子に対する

支援を強化する。
（平成30年度） （平成31年度）

・産婦健康診査事業 214,554件 → 338,180件

（３） 産婦健康診査事業【一部推進枠】



16,267百万円 → 16,376百万円
不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、高額な医療費がかかる不妊治療に要する費用について助成を行う。
また、夫婦ともに不妊治療が必要な場合は、医療費も更に高額になることから、その経済的負担を軽減するため、男性不妊の初回治療にかか

る助成の拡充（15万円→30万円）を図る。

（４） 不妊治療への助成【一部推進枠】

0百万円 → 1,251百万円
乳幼児健康診査等の母子保健情報の利活用を推進し、子ども時代の適切な健康管理や、自治体等における効果的・効率的な保健指導等が行え

るよう、市町村システムの改修を支援する。

（５）母子保健情報の利活用にかかるシステム改修【新規・推進枠】

49百万円 → 49百万円
聴覚障害の早期発見・早期療育が図られるよう、新生児聴覚検査に係る協議会の設置、研修会の実施や普及啓発等により都道府県における推

進体制を整備する。

（６） 新生児聴覚検査の体制整備事業

116百万円 → 117百万円
様々な子どもの心の問題に対応するため、都道府県等における拠点病院を中核とし、医療機関や保健福祉機関等と連携した支援体制の構築を

図るための事業を実施するとともに、災害時の子どもの心の支援体制づくりを実施する。

（７） 子どもの心の診療ネットワーク事業

身体の発育が未熟のまま生まれた未熟児に対する医療の給付等を行う。また、特に長期の療養を必要とする結核児童に対する医療の給付を行
うとともに、必要な学習用品・日用品を支給する。

２ 未熟児養育医療等 3,665百万円 → 3,636百万円

生涯にわたる健康の礎をなす妊娠期、小児期の心身の健康課題や、近年の社会及び家庭環境の変化等により多様化している課題等の解決に向
け、病態の解明や予防及び治療のための研究開発を行うとともに、保健・医療・福祉分野に関する政策提言型の基盤的研究を実施することによ
り、母子保健対策の充実を図る。

３ 研究事業の充実（成育疾患克服等総合研究事業及び健やか次世代育成総合研究事業） 428百万円 → 729百万円

母子保健にかかる様々な取組を推進する国民運動計画である「健やか親子２１」について、国民運動としてより効果的な取組を進めるための
普及啓発を実施する。また、第２次計画（平成27年度から10年間）の中間評価を実施し、取組の推進に向けた計画の見直し等を行う。

４ 健やか親子２１（第２次）の推進 20百万円 → 20百万円

上記施策の他、母子保健に携わる指導的立場にある者に対する研修などを実施する。

５ その他 62百万円 → 63百万円



住 民 （ 親 子 ）
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連携と協働

モニタリングの構築

企業
医療機関 研究機関

学校

地方公共団体

○ 関係者が一体となって推進する母子保健の国民運動計画
○ 21世紀の母子保健の取組の方向性と目標や指標を示したもの
○ 第１次計画（2001年～2014年）・第２次計画（2015年度～2024年度）

「健やか親子２１」とは

【基盤課題Ａ】

切れ目ない妊産婦・
乳幼児への
保健対策

【基盤課題Ｂ】
学童期・思春期から
成人期に向けた
保健対策

【基盤課題Ｃ】
子どもの健やかな
成長を見守り育む

地域づくり

【重点課題①】

育てにくさを感じる
親に寄り添う支援

【重点課題②】

妊娠期からの
児童虐待防止対策

「すべての子どもが健やかに育つ社会」の実現

健やか親子２１推進協議会

国（厚生労働省、文部科学省等）



「健やか親子２１（第２次）」（2015～2024年）の中間評価について

全体の目標達成状況等の評価 ～52指標のうち、65％が改善～

評価区分
該当指標数

（割合）
該当項目

改
善
し
た

Ａ 目標を達成した
12

(23.1%)

○妊娠・出産について満足している者の割合

○マタニティマークを妊娠中に使用したことのある母親の割合

○積極的に育児をしている父親の割合

○むし歯のない３歳児の割合 等

Ｂ 目標に達して

いないが改善した

22

(42.3%)

○乳幼児健康診査の受診率

○育児期間中の両親の喫煙率

○地域と学校が連携した健康等に関する講習会の開催状況

○子どものかかりつけ医（医師・歯科医師など）を持つ親の割合

○仕上げ磨きをする親の割合 等

Ｃ 変わらない
５

(9.6%)

○十代の自殺死亡率
○児童・生徒における痩身傾向児の割合
○育てにくさを感じたときに対処できる親の割合
○歯肉に炎症がある十代の割合 等

Ｄ 悪くなっている
４

(7.7%)
○朝食を欠食する子どもの割合
○発達障害を知っている国民の割合 等

Ｅ 評価できない
９

(17.3%)

○母子保健分野に携わる関係者の専門性の向上に取り組んでいる地方公
共団体の割合
○児童虐待による死亡数 等 7



1. 「健やか親子２１（第２次）」策定時に目標として設定した52指標のうち、34指標が改善するな

ど一定の成果が出ており、「マタニティマークを知っている国民の割合」など既に最終評価目
標に到達した指標もみられる。

2. 一方で、妊産婦の自殺数が産科的合併症による母体死亡数を上回っていることなど妊産婦
のメンタルヘルスケアも大きな課題である。引き続き、子育て世代包括支援センター等を中
心とした多機関連携による支援の充実を図る必要がある。

3. 「十代の自殺死亡率」「児童虐待による死亡数」などは改善しているとはいえず、引き続いて
の対策が求められる。

4. 学童期・思春期から成人期に向けた保健対策においては、十代の性に関する課題について
正しい知識を身に付けることの重要性が強く指摘されており、産婦人科医や助産師等の専
門家を講師として活用するなど、効果的な性教育に取り組むことが求められている。

5. 父親の育児への取組が大きく変化している一方で、育児に伴う父親の産後うつなどについ
ての実態の把握が十分とはいえない状況を踏まえ、父親の育児支援や心身の健康に関す
る現状の把握を進める必要がある。

6. 地域間での健康格差を解消するためには、母子保健サービスを担う各市町村が取組の質
の向上を図ることに加え、都道府県においては地域間の母子保健サービスの格差の是正
に向けた、より広域的、専門的な視点での市町村支援が求められる。

「健やか親子２１（第2次）中間評価等に関する検討会」報告書の主なポイント

8



成育基本法（略称）について

「成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策の総合的
な推進に関する法律」（平成30年法律第104号）

次代の社会を担う成育過程にある者の個人としての尊厳が重んぜられ、その心身の健やかな成育が確保されること
が重要な課題となっていること等に鑑み、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、成育医療等の提供に関する施
策に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体、保護者及び医療関係者等の責務等を明らかにし、並びに成育医療等
基本方針の策定について定めるとともに、成育医療等の提供に関する施策の基本となる事項を定めることにより、成
育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策を総合的に推
進する。

名称

○ 定義

○ 基本理念

○ 国、地方公共団体、保護者、医療関係者等の責務

○ 関係者相互の連携及び協力

○ 法制上の措置等

○ 施策の実施の状況の公表

○ 成育医療等基本方針の策定（閣議決定・公表・最低６年ごとの見直し）と評価

○ 基本的施策：
成育過程にある者・妊産婦に対する医療／成育過程にある者等に対する保健／教育及び普及啓発／記録の収集
等に関する体制の整備等／調査研究

○ 成育医療等協議会の設置

主な内容

法律の目的

公布から一年以内の政令で定める日

施行日

公布日：平成30年12月14日



成育基本法と健やか親子21の関係

子どもと妊産婦に対する医療

・医療提供体制の整備
・救急医療の充実 など

子どもと妊産婦に対する保健

健やか親子21
平成26年局長通知

・健康の保持・増進
・社会からの孤立の防止、不安の緩和
・虐待の予防、早期発見
・健康診査、健康診断の適切な実施
・心身の健康に関する相談体制の整備 な
ど
国民への教育・普及啓発

・子どもの心身の健康、妊娠、出産、育児、
子どもとの愛着の形成等に関する教育と普及
啓発 など

成育基本法
平成30年12月成立

子どもの健康に関する記録の収集

・予防接種、乳幼児健康診査、学校健診の記録の収集と
管理、活用
・子どもの死因に関する情報の収集、管理、活用 など

調査研究

・妊娠、出産、育児、子どもの心身の健康
に関する調査、研究など

基本的施策

国、地方公共団体、保護者、
医療関係者等の責務

定義

基本理念

関係者相互の連携及び協力

施策の実施の状況の公表

法制上の措置等

成育医療等基本方針の策定
（閣議決定・公表・最低6年ごと

の見直し）と評価

成育医療等協議会の設置


